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はじめに 

2019 年末からの新型コロナウィルスの世界的流⾏や 2022 年 2 ⽉のロシアによるウクラ
イナ侵攻により、サプライチェーンの強靭化に対する関⼼が世界的に⾼まっている。⽇本で
は、半導体、レアアース、⾞載バッテリー、鉱物資源、医薬品などの戦略物資の安定供給確
保が重要なテーマとなっている。こうした戦略物資の輸⼊をはじめとして、サプライチェー
ンの強靭化の鍵を握っているのが物流である。2020 年時点で⽇本の貿易（輸出⼊合計）に
占める海運（海上貨物）の割合はトン数ベースで 99.6%を占めているi。そのため、海運業
界の動向は、⽇本の経済安全保障に直結する。 

中国は、2014 年 9 ⽉に「海運強国」を⽬指す国家戦略を打ち出して以来、海洋分野への
多⽅⾯で進出している。なかでも、中国の海上コンテナ輸送網の増強や海外の港湾管理業務
への進出は⽬覚ましいが、事の重⼤さの割にまだ⼗分な注⽬を集めていない。そこで、本稿
では、海運、船舶、ターミナル・オペレーターのデータをもとに、中国の動向をフォローす
る。そして、コロナ禍において海運業界における中国のプレゼンスが⾼まっていることを⽰
す。 
 
１．海運 
 中国の港湾の貨物取扱量は、コロナ禍でも増えている。中国統計年鑑によると、1990 年
には 4 億 8321 万トン、1995 年には 8 億 166 万トン、2000 年には 12 億 5603 万トン、2005
年には 29 億 2777 万トン、2010 年には 54 億 8358 万トンと 5 年間で 2 倍に近いペースで
増加した。その後、2015 年は 78 億 4578 万トン、2016 年は 81 億 933 万トン、2017 年は
86 億 5464 万トンと増加ペースは鈍化したが、貨物取扱量は着実に増加したii。そして、2018
年には 92 億 2392 万トンを記録した後、2019 年は 91 億 8774 万トンと若⼲減少したが、
2020 年には新型コロナウィルスの世界的流⾏にもかかわらず 94 億 8002 万トンに持ち直し
たiii。 
 世界の港湾別コンテナ取扱個数をみると、中国の躍進ぶりがわかる。1980 年と 2020 年
の港湾別コンテナ貨物の取扱量の上位 30 港は表１のとおりである。1980 年時点では上位
30 港のなかに⽶国の港が 8 港⼊っていたが、中国の港は 1 つも⼊っていなかった。しかし、
2020 年には⽶国の港が 3 港に減少した⼀⽅で、中国の港が 10 港になった。しかも、上位
10 港のなかに中国の港は、第１位の上海、第３位の寧波、第 4 位の深圳、第 5 位の広州、



 

  

第６位の⻘島、第８位の天津、第 9 位の⾹港の７港が⼊っているiv。上海は 2010 年にシン
ガポールを追い越して以来、第 1 位の座を維持しており、中国の他の港の貨物取扱量も着
実に増加したv。 

 
 
２．船舶 

中国のプレゼンスは船舶においても拡⼤している。2020 年末の世界の船舶登録別船腹量
は 142,963 万総トンである。中国は第 7 位の 6,203 万総トンで保有割合は 4.3％、⾹港は第
4 位の 12,891 万総トンで 9.0％である。中国と⾹港の合計は 19,094 万総トンで 13.3％とな
る。第 1 位のパナマは 22,643 万総トンで 15.8%、第 2 位のリベリアは 18,753 万総トンで

表1　世界の港湾別コンテナ取扱量ランキング（単位：万TEU）
　 　 1980年 2020 年速報値
順位 港湾名（国・地域名） 取扱量 港湾名（国・地域名） 取扱量

1 ニューヨーク（米国） 194.7 上海（中国） 4,350.3
2 ロッテルダム（オランダ） 190.1 シンガポール 3,687.1
3 香港 146.5 寧波（中国） 2,872.0
4 神戸（日本） 145.6 深圳（中国） 2,655.0
5 高雄（台湾） 97.9 広州（中国） 2,350.5
6 シンガポール 91.7 青島（中国） 2,201.0
7 サンファン（プエルトリコ） 85.2 釜山（韓国） 2,182.4
8 ロングビーチ（米国） 82.5 天津（中国） 1,835.3
9 ハンブルグ（ドイツ） 78.3 香港（中国） 1,795.3

10 オークランド（米国） 78.2 ロッテルダム（オランダ） 1,434.9
11 シアトル（米国） 78.2 ドバイ（アラブ首長国連邦） 1,348.8
12 アントワープ（ベルギー） 72.4 ポートケラン（マレーシア） 1,324.4
13 横浜（日本） 72.2 アントワープ（ベルギー） 1,203.1
14 ブレーメン（西ドイツ） 70.3 厦門（中国） 1,141.0
15 基隆（台湾） 66.0 タンジュンペラパス（マレーシア） 980.0
16 釜山（韓国） 63.4 高雄（台湾） 962.2
17 ロサンゼルス（米国） 63.3 ロサンゼルス（米国） 921.3
18 東京（日本） 63.2 ハンブルグ（ドイツ） 854.0
19 ジェッダ（サウジアラビア） 56.3 ロングビーチ（米国） 811.3
20 バルチモア（米国） 52.3 ホーチミン（ベトナム） 785.4
21 メルボルン（オーストラリア） 51.3 ニューヨーク／ニュージャージ（米国） 758.6
22 ルアーブル（フランス） 50.7 レムチャバン（タイ） 754.7
23 ホノルル（米国） 44.1 コロンボ（スリランカ） 685.5
24 フェリクストゥ（英国） 39.3 タンジール（モロッコ） 577.1
25 マニラ（フィリピン） 38.7 ムンドラ（インド） 565.7
26 ロンドン（英国） 38.3 営口（中国） 565.0
27 シドニー（オーストラリア） 38.3 ピレウス（ギリシャ） 543.7
28 サザンプトン（英国） 36.2 バレンシア（スペイン） 542.8
29 ハンプトンローズ（米国） 35.4 太倉（中国） 521.2
30 ダブリン（アイルランド） 34.1 ハイフォン（ベトナム） 514.2

 米国　8港 628.7 中国　10港 20,286.7
 英国　3港 113.8 米国　3港 2,491.3

日本　3港 281 ベトナム　2港 1,299.6
出典：国土交通省作成資料と日本港湾協会資料より筆者作成



 

  

13.1％であるため、中国と⾹港の船舶登録別船腹量の合計はリベリアを凌駕する規模になっ
ているvi。 
 しかも、中国の船舶登録別船腹量は近年増加している。例えば、2017 年末の船舶登録別
船腹量は、中国は第 8 位で 4,848 万総トン（保有割合は 3.8％）であり、この 3 年間で 27.9％
増加した。⾹港は第 4 位の 11,342 万総トン（8.8％）で、13.7％増であったvii。 
 世界の商船建造量は⽇本と韓国、中国で世界の 9 割を占めるが、近年は中国の伸びが顕
著である。中国の占める割合は、2000 年はわずか 5.2％だったが、2005 年には 13.8％とな
り、2010 年には 37.8％に達し、韓国の 32.9%を越えて世界第１位になった。その後も中国
の商船建造量は 30％台後半を維持し、韓国と⾸位を争っていた。2017 年に中国が 36.2%、
韓国が 34.1％となって以降、2018 年は 40.0%、2019 年は 35.0%、2020 年は 39.9％であり、
中国が⾸位を維持している。 

⽇本は 1995 年には 41.2％で世界最⼤の商船建造国であった。しかし、2000 年には 37.9％
となり、38.6％の韓国に次ぐ第 2 位になった。2005 年は 35.0％で、第 1 位の韓国の 37.7％
に続いて第 2 位であったが、2010 年以降は 20％台前半に落ち込んで第 3 位となり、直近の
2020 年は 22.2％であったviii。 
 さらに、中国の船会社が実質的に保有する保有船腹量も伸びている。2020 年 1 ⽉時点の
保有船腹量は、第 1 位のギリシャが 3 億 6400 万重量トン、第 2 位の⽇本が 2 億 3300 万重
量トン、第 3 位の中国が 2 億 2800 万重量トンであった。⾹港は第 5 位で 1 億 100 万重量
トンであり、中国と⾹港の合計は３億 2900 万重量トンとなり、ギリシャに迫る規模であっ
たix。なお、2017 年 9 ⽉時点では、⽇本が 2 億 2400 万重量トンで第 2 位、中国は 1 億 6500
万重量トンで第 3 位、⾹港は 9400 万重量トンで第 6 位であったx。この 3 年ほどで⽇本の
保有船舶量は 4.0%増えたのに対し、⾹港は 17.0%、中国は 38.1％も増えており、中国の伸
びが⽬⽴つ。今後も中国の保有船腹量は増加し続けると考えられる。 
 
３．ターミナル・オペレーター 

中国企業は海外の港湾管理にも積極的に進出している。世界の港湾管理は、「グローバル・
ターミナル・オペレーター（Global Terminal Operator: GTO）」と呼ばれる⼀部の⼤規模な
港湾会社による寡占状態にある。表２にあるとおりxi、主要 5 社の GTO のコンテナ取扱量
が圧倒的に多い。中国の海運最⼤⼿の国有企業である中国遠洋運輸（集団）総公司（COSCO 
Group）の傘下にある COSCO Shipping Ports（CP Ports、中遠海運港⼝有限公司）は、2015
年には 4 位だったが、2016 年から⾸位になりxii、直近でもその地位を維持している。 

また、⾹港のターミナル専業企業の Hutchison Port Holdings（HPH）も 5 社の⼀⾓を占
めている。China Merchants Port Holdings（CM Ports、招商局港⼝控股有限公司）は、中
国で交通運輸、⾦融、不動産関連事業を展開する国有企業の招商局集団（China Merchants 
Group Limited）傘下のターミナル・オペレーターである。2019 年は第 7 位であったが、毎
年着実にコンテナ取扱量を増やしている。このように、中国企業は、港湾管理においてもプ



 

  

レゼンスを⾼めている。 
 

 
 
おわりに 

近年、サプライチェーンの強靭化にあたって重要な役割を果たす海運や船舶、港湾管理に
おいて、中国のプレゼンスが⾼まっている。新型コロナウィルスの世界的流⾏後もこの傾向
は続いている。海運は、ほとんどの国家にとって物流の要であり、港湾は戦略インフラであ
る。海運業界で特定の国や企業のシェアが⾼まることが⾃体は、必ずしも安全保障上の脅威
に直結するわけではない。しかし、海運業界がエコノミック・ステートクラフトのツールと
して使われる可能性も含め、戦略的な視点から海運業界の動向をフォローしておくべきで
ある。そして、海洋をエコノミック・ステートクラフトのツールとして国家が乱⽤しないよ
う、国際世論を盛り上げていく必要がある。 
 

 
i ⽇本海事協会編『⽇本の海運 2021-2022』26 ⾴。 
ii 国家統計局『中国統計年鑑 2018』中国統計出版社、2018 年、553 ⾴。 
iii 国家統計局『中国統計年鑑 2021』中国統計出版社、2021 年、525 ⾴。 
iv ⽇本海事広報協会『⽇本の海運 2018-2019』35 ⾴。 
v ⽇本港湾協会港湾政策研究所「コンテナ貨物量上位 100 港の⼀覧表」港湾物流情報、
https://www.phaj.or.jp/distribution/earth/top100.html。 
vi『⽇本の海運 2021-2022』21 ⾴。 
vii『⽇本の海運 2018-2019』21 ⾴。 
viii『⽇本の海運 2020-2021』22 ⾴。 
ix 同上、26 ⾴。 
x『⽇本の海運 2018-2019』26 ⾴。 
xi ⽇本郵船「FACT BOOK I 2021」2021 年 5 ⽉、 
https://www.nyk.com/ir/library/fact/first/2021/__icsFiles/afieldfile/2021/06/15/2021_fb1_jp.pdf、13
⾴。 
xii ⽇本郵船「FACT BOOK I 2018」2018 年 4 ⽉ 27 ⽇、

表２　世界の15大ターミナル・オペレーター（単位：万TEU）
2019年 2018年 2017年

企業名 国 事業内容 順位 コンテナ取扱量 順位 コンテナ取扱量 順位 コンテナ取扱量
COSCO Shipping Ports (CS Ports) 中国 船社系 1 109.8 1 105.8 1 91.3
PSA International シンガポール ターミナル専業 2 84.8 3 80.1 4 73.9
APM Terminals オランダ ターミナル専業 3 84.2 4 78.6 3 76.3
Hutchison Port Holdings (HPH) 香港 ターミナル専業 4 82.6 2 82.6 2 82.3
DP World UAE ターミナル専業 5 69.4 5 70.0 5 68.7
Terminal Investment Limited (TIL) ルクセンブルク ターミナル専業 6 50.8 6 47.7 6 44.0
China Merchants Port Holdings (CM Ports) 中国 ターミナル専業 7 35.6 7 34.5 7 31.0
CMA CGM フランス 船社系 8 26.1 8 25.6 8 24.8
SSA Marine 米国 ターミナル専業 9 13.0 10 12.6 10 11.3
International Container Terminal Services Inc (ICフィリピン ターミナル専業 10 11.8 13 9.7 13 9.2
Eurogate ドイツ ターミナル専業 11 11.7 9 13.7 9 13.8
Evergreen 台湾 船社系 12 10.1 12 10.4 12 10.3
Hyundai 韓国 船社系 13 9.5 14 7.6 - -
日本郵船 日本 船社系 14 8.2 11 10.6 11 11.0
MOL 日本 船社系 15 7.8 - - 15 7.1
出典：日本郵船『FACT BOOK I 2021』（2021年5月）より筆者作成 　 　　
2018年の第15位はドイツ企業のHHLAで7.4万TEU、2017年の第14位は香港企業のOOCLで7.8万TEUである



 

  

 
https://www.nyk.com/ir/library/fact/first/2018/__icsFiles/afieldfile/2019/10/16/2018_factbook01_all.pdf
、13 ⾴。 


